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はじめに

東京都は、高齢者や障害者を含めた全ての人が安全で、安心して、快適に暮らし、

訪れることができる社会の実現に向けて、平成７年に東京都福祉のまちづくり条例

を制定し、都独自の整備基準による施設の整備等に取り組んできました。

このマニュアルは、全ての人が施設を円滑に利用できるようにするための「整備

基準」について、図解も含めて詳しく解説するとともに、より高い水準である「望

ましい整備」についても説明し、事業者や設計者の方々が建築物等を設計する上で

必要となる事項を盛り込んでいます。

前回のマニュアル改訂から４年が経過し、東京 2020 オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会の開催決定等を踏まえ、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律」や「移動等円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に

関する基準を定める省令」の改正、「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建

築設計標準」の改訂、「Tokyo2020 アクセシビリティ・ガイドライン」の策定など、

バリアフリーに関する基準の見直しがされています。

これらの内容を踏まえ、東京都福祉のまちづくり条例施行規則においても、観覧席・

客席におけるサイトラインや宿泊施設の客室、公共交通施設に関する基準の改正を

行うなど、バリアフリー化の一層の推進を図ることとし、今回のマニュアル改訂に

も反映させています。

このマニュアルが、事業者及び設計者をはじめ、都民の皆様方が、ユニバーサル

デザインを基本とした福祉のまちづくりを進める一助となることを期待いたします。

平成３１年３月

東京都福祉保健局長　内藤　淳
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１　東京都における福祉のまちづくりの経緯

⑴　福祉のまちづくり条例制定に至る経緯
東京都は、昭和 56 年の国際障害者年を契機とする福祉のまちづくりの取組の中で、知事の諮

問機関として昭和 59 年に「福祉のまちづくり東京懇談会」を設置しました。
同懇談会からの提言（昭和 61 年）をもとに、さらに、障害者団体をはじめ多方面からの広範

な意見を取り入れ、昭和 63 年に「東京都における福祉のまちづくり整備指針」を策定しました。
この整備指針は、都における福祉のまちづくりの総合的な展開のあり方を示すものであり、また、
公共建築物や公共交通施設、道路、公園などについて、高齢者や障害者を含む全ての人が利用し
やすいよう具体的な整備基準を規定したものです。

また、平成 5 年には、福祉のまちづくりの観点から、東京都建築安全条例に「障害者及び高齢
者に配慮を要する特殊建築物」についての規定を設けました。

さらに、平成 6 年 4 月、福祉のまちづくりを一層推進し「やさしいまち東京」を実現するため、
知事の諮問機関として、学識経験者や事業者団体及び障害者団体の代表者など 30 名の委員で構
成する「やさしいまち東京懇談会」を設置し、条例制定を含む福祉のまちづくりの総合的なあり
方について、調査・検討を依頼しました。

平成 6 年 11 月の同懇談会からの答申をもとに、「東京都福祉のまちづくり条例」（以下「福祉
のまちづくり条例」という。）を平成 7 年 4 月に制定し、平成 8 年 9 月には施行規則を整備し、
全面的に施行されました。

⑵　福祉のまちづくり条例の一部改正
条例制定から 5 年が経過した平成 12 年、急速な少子・高齢社会などに対応するため、新たに

子育て支援環境設備（ベビーチェア・ベビーベッド、授乳及びおむつ替えの場所）の整備項目へ
の追加や、共同住宅を整備対象施設とするなど、条例及び規則の改正を行いました。

⑶　ハートビル条例の制定
平成 15 年、「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律

（ハートビル法）」が改正され、建築確認の審査対象として利用円滑化基準の適合義務を創設し、
地方公共団体が条例により対象となる用途や基準を付加できる等の内容が盛り込まれました。こ
れに伴い、都は「高齢者、身体障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例」（以下「ハー
トビル条例」という。）を平成 16 年 7 月に施行しました。

⑷　ユニバーサルデザインの理念に基づく条例への改正
福祉のまちづくり条例に基づき、都民、事業者、学識経験者等からなる「東京都福祉のまちづ

くり推進協議会」（以下「福祉のまちづくり推進協議会」）が平成 15 年 8 月に意見具申した「『21
世紀の福祉のまちづくりビジョン』のあり方について」において、それまで取り組んできた高齢
者や障害者に対するさまざまなバリアを取り除くというそれまでのバリアフリーの視点から、子
どもや外国人などを含め、全ての人にとってより快適な環境とするため、はじめからあらゆる方
法でバリアを生み出さないようにするユニバーサルデザインの考え方に立って、福祉のまちづく
りを進めていくことの重要性を述べました。

都はこれに基づき、「福祉のまちづくりを進めるためのユニバーサルデザインガイドライン」や
「都立建築物のユニバーサルデザインガイドライン」を策定するなど、ユニバーサルデザインの考
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え方に立って福祉のまちづくりを進めてきました。
一方、国では、「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する

法律」（以下「交通バリアフリー法」という。）を平成 12 年 11 月に施行し、平成 18 年 12 月に
は同法とハートビル法を統合・拡充した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」

（以下「バリアフリー法」という。）を施行しました。
こうした福祉のまちづくりを取り巻く環境の変化に対応するため、福祉のまちづくり推進協議

会が平成 20 年 11 月に意見具申した「東京都福祉のまちづくり条例の改正及び推進計画策定の
基本的考え方」に基づき、高齢者や障害者を含めた全ての人が、安全、安心、快適に暮らし、訪
れることができるまちづくりを進めるよう、平成 21 年 4 月、ユニバーサルデザインを基本理念
とした条例へと東京都福祉のまちづくり条例を改正しました。それまでの福祉のまちづくり条例
では、整備基準への適合努力義務が求められていましたが、新たな条例では、施設整備をこれま
でより一歩進めるため、規則で定める一定規模以上の施設について、整備基準への適合を遵守義
務としました。（平成 21 年 10 月 1 日施行）

これに伴い、規則で定める整備基準については、「バリアフリー法」や「高齢者や障害者等が利
用しやすい建築物の整備に関する条例」（以下「建築物バリアフリー条例」という。バリアフリー
法の施行に合わせ、ハートビル条例を名称変更。）との整合性を図りました。また、建築物につい
ては、生活に身近な店舗等のバリアフリー化を進めるため、新築又は改修時に届出を要する施設
に小規模な物販店舗等を加えるとともに、併せて、小規模建築物の実態に十分配慮した整備基準
を創設しました。（平成 21 年 10 月 1 日施行）

⑸　福祉のまちづくりの進展を踏まえたより望ましい整備
国は、平成 26 年 1 月に「障害者の権利に関する条約」を批准しました。条約締結に先立ち、

障害者差別解消法等の国内法令の整備が進められてきました。
また、平成 29 年 2 月に、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京

2020 大会」という。）を契機とした共生社会の実現に向けて、「ユニバーサルデザイン 2020 行
動計画」をとりまとめました。平成 29 年 3 月には、アクセシビリティに関する指針として、「Tokyo 
2020 アクセシビリティ・ガイドライン」が策定されました。それらと並行して、高齢者、障害
者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準の改正、バリアフリー法、公共交通機関の旅客施設・
車両等に関するバリアフリー整備ガイドライン等の改正が行われました。

これらの動向を踏まえ、東京 2020 大会とその先を見据えて、誰もがまちの中を円滑に移動で
きるとともに、全ての人々が同じ水準のサービスを受けられることなどを目指し、共に楽しむこ
とができる福祉のまちづくりをより一層推進するため、車椅子使用者用観覧席・客席等からのサ
イトラインの配慮を整備基準に追加する規則改正を行いました。（平成 31 年 4 月 1 日施行）

また、建築物バリアフリー条例において、国内で初めて、宿泊施設の一般客室の整備基準を制
定したことに伴い、福祉のまちづくり条例においても、宿泊施設の一般客室の整備基準を追加す
る規則改正を行いました。（令和元年 9 月 1 日施行）
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2　条例の対象となる施設

◇ 都市施設（整備基準への適合努力義務がある施設）
◇ 特定都市施設（都市施設のうち、新設又は改修（建築物については、増築、改築、大規模の修繕、

大規模の模様替え又は用途変更）の際に、整備基準への適合遵守義務があり、かつ工事着工前
の届出が必要な施設）
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3　施設整備の進め方

◇ 新設、改修に係る特定都市施設については、工事着手する日の 30 日前までに、整備基準適
合の届出が必要です。（国・区市町村等が整備するものを除く。）建築確認が必要な施設につい
ては、建築確認申請に先立って、届出を行ってください。

必要な書類
◦特定都市施設設置工事計画（変更）届出書（規則別記第 3 号様式又は第 4 号様式）
◦特定都市施設整備項目表（規則別記第 5 号様式から第 10 号様式までのうち該当するもの）
◦特定都市施設の区分に応じ、規則別表第 12 に定める図書
　（規則の別表及び様式は、資料編に掲載した「東京都福祉のまちづくり条例施行規則」をご覧ください。）

届出の提出先
　届出の提出先は、各区市町村の「東京都福祉のまちづくり条例担当部署」です。

都市施設
　多数の者が利用する建
築物、道路、公園、公共
交通施設など、規則で定
める施設

特定都市施設

　都市施設のうち、
規則で定める種類及
び規模の施設

・届出をせずに工事に
 着手した場合
・整備基準を遵守して
 いない場合　等

施設を所有し、又は管理する者に、整備基準への適合努力義務があります。

特定都市施設の新設または改修をしようとする者に、整備基準への適合遵守義務があります。

調　査

新
設・改
修
施
設

工
事
着
手
前
の
届
出

既
存
施
設

整
備
状
況
の
把
握

知
事
は
指
導・助
言
が
で
き
ま
す

知
事
は
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す

勧
　告

公
　表
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4　事務手続の流れ

※特定整備主：特定都市施設の新設又は改修をしようとする者

特定整備主 福祉のまちづくり条例
事務担当（各区市町村）

施設の設計 事前相談

届出受付

指導・助言

必要に応じ調査

届出を行わず着工した
者に対する勧告

整備基準を遵守してい
ない場合の勧告

勧告に従わない場合の
公表

届出書作成

建築確認書作成

着　工

竣工
完了検査申請
書作成

検査済証受理

適合証交付請求 適合証交付請求
書受理

完了検査申請書
受理

法令審査
建築確認

建築申請受付

建築確認事務担当
○建築主事
（特定行政庁）
○指定確認検査機関

検査
検査済証交付

適合証受理 検査
適合証交付
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【基本的考え方】

整備基準では利用居室等の出入口までの整備を定めているが、高齢者、障害者等が円滑に店舗
を利用するためには、店舗内の通路や座席の配置について配慮する必要がある。

■必要な整備
店舗内通路 ・ 車椅子やベビーカーで、テーブルや目的の棚まで行けるような幅員（90cm 程

度）を確保する。
・ 店舗内において、車椅子使用者が転回できる場所を 1 以上確保する。
・ 商品や広告等を通路にはみ出して幅を狭めないようにする。
・ 段差を設けない。やむを得ず段差が生じてしまう場合は、傾斜路の設置やスロー

プの用意を行う。

店舗内での
配慮
　（座席） ・ 車椅子のまま利用できる席は店内全体に分散させ、席を選べることが望ましい。

・ 複数の車椅子使用者が一緒に利用できる席を確保することが望ましい。
・ 小規模の店舗等で通路幅を広く確保することが難しい場合でも、飲食店の場合

は最低でも１箇所のテーブルまで車椅子使用者が単独で行けるようにする。

飲食店での
配慮
　（座席） ・ 車椅子使用者のひざが入るよう、テーブルの下部に高さ 65cm 程度、幅 70cm

程度、奥行き 45cm 程度のスペースを設ける。
・ 肘掛け椅子と肘掛けのない椅子を取り混ぜて配置することが望ましい。
・ 車椅子使用者が車椅子のまま席につけるよう、固定していない椅子で、テーブ

ル席・カウンター席を用意する。また、椅子は軽く、位置を変えやすいものとする。
・ テーブル席・カウンター席の高さは、「�カウンター」を参照
・ 座席の、蹴込みは座面奥行きの 1/3 以上を確保し、椅子の支柱や対角材が、蹴

込みの妨げにならないよう配慮する。
・ 座席間の間仕切りは、可動式とする。

→「�カウンター」

参照」

　（その他） ・ 視覚障害や聴覚障害等、障害特性に応じて、点字や写真を活用した注文のしや
すいメニューを用意する。

・ 点字メニューがない場合には、店員がメニューを読み上げる等により、視覚障
害者に配慮する。

物販店での
配慮
　（商品棚） ・ 車椅子使用者や子供の視線でも選びやすく、手が届きやすくなるよう棚の高さ

に配慮するとともに、商品を整理して陳列する。
・ 外国人にも分かりやすいよう、多言語表記を行う。

�店舗内の通路や座席
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　（レジカウ
　ンター）

・　客と店員が円滑にお金や商品のやりとりや会話ができるレジカウンターの高さ
及び車椅子使用者やベビーカー使用者等が使えるレジの通路幅を確保する。

・　客側からも金額を確認できるようにする。
・　手荷物や杖を置いて財布の出し入れができるように、レジ前に荷物や杖を一時

的における台などを設置する。

　（その他） ・　客へのお知らせは、音声情報と視覚情報との両方で伝えるよう工夫する。

◆ソフト面の工夫
・　施設の円滑な利用や、施設内の整備が困難な場所の利用をできるようにするた

め、施設の職員等に対して接遇向上のための研修を行い、様々な利用者に対して、
適切に対応できるようにする。



《 参 考 図 》

90cm 程度

【図29.1】店舗内通路

【図29.2】店舗内通路（レジカウンターまわり）

十分な幅員
主要通路 120cｍ以上

通路幅が
 広いレジ
110cm 程度

通路幅が
 広いレジ
110cm 程度

車いす使用者が通れる幅を確保する

サービス
カウンター

レジ

通路側から
テーブルに
つける。
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《 参 考 図 》

通路幅
110cm程度 奥行き

45cm程度
カウンターの高さ
70cm程度

客側からも金額を確認できるようにする

レジ前に荷物や杖を
一時的における台など

【図29.3】レジカウンター

カウンター下端高さ
65cm程度

カウンター下端高さ
65cm程度

座面の奥行の
1/3以上

【図29.4】座席の蹴込みスペース
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１　基本的考え方

小規模建築物の利用特性を踏まえ、高齢者、障害者等が利用できるように整備をおこなう。
小規模建築物とは、床面積の合計が 200㎡未満の建築物のうち規則で定めるものである。ま

た、本整備基準は①出入口、②便所、③敷地内の通路について、小規模建築物の実態にあわせて、
最低限の整備を求めるものである。

さらに、敷地の状況等により整備基準による整備が困難である場合には、仮設スロープ等の
設置や管理者の介助などで対応し、高齢者、障害者等が利用できるようにする必要がある。

2　対象となる用途と規模

対象となる建築物は、以下の用途で床面積の合計が 200㎡未満のものである。

・ 診療所（患者の収容施設を有しないもの）
・ 助産所、施術所又は薬局（医薬品の販売業を併せ行うものを除く。）
・ 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗
・ 飲食店
・ 郵便局又は理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサー

ビス業を営む店舗
・ 一般ガス事業、一般電気事業、電気電信事業の用に供する営業所
・ 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの
・ 給油取扱所

ただし、複合施設として特定都市施設となる複合建築物（床面積の合計 2,000㎡以上）の場
合は、小規模建築物の遵守基準ではなく、建築物（共同住宅等以外）の整備基準が適用される。

3　整備基準の種類

小規模建築物の遵守基準は、①出入口（P270）、②便所（P274）、③敷地内の通路（P278）
の３項目である。なお、小規模建築物の努力基準は、建築物（共同住宅等以外）の努力基準となる。

基本的考え方
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■整備基準（規則で定めた基準）
整備基準（遵守基準）

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する出入口は、次に掲げるものでなければなら
ない。ただし、直接地上へ通ずる出入口、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する居室（以
下この表において「利用居室」という。）の出入口並びに便所及び便房（２の項に掲げるものに限る。）の出入口に限る。

[1]　幅は、80cm 以上とすること。

[2]　通行の際に支障となる段差を設けないこと。ただし、敷地の状況、施設の構造その他の事情により段差を設けないこと
ができない場合において、当該建築物を管理する者の介助等により、高齢者、障害者等が通行することが可能であるときは、
この限りでない。

[3]　直接地上へ通ずる出入口と利用居室の出入口を結ぶ通行可能な経路を確保すること。（上下階の移動に係る部分は、この
限りでない。）

■整備基準の解説
有効幅 ●　主要な出入口、利用居室の出入口、車いす使用者が利用できるよう設置された便

所及び便房の出入口の有効幅は、80cm 以上とする。
●　有効幅 80cm は、車いす使用者が通過できる最低限の幅である。ここでいう幅

とは、開放時の有効幅とし、開き戸の場合は戸を開けた状態での幅（戸厚を含めな
い幅）とし、引き戸の場合は引き残しを含めない幅とする。また、両開き戸の場合
は、片側の戸のみの開放時有効幅とする。

●　設計にあたっては、ドアの開閉機構を考慮したうえで、開口寸法、ドア寸法など
を決定する。

→【図1.1】参照

段差の禁止 ●　車いす使用者が通過できるよう、段差は設けない。
●　ただし、敷地の形状や施設の構造上、段差の解消が困難である場合において、仮

設スロープ（補助スロープ板）の設置や管理者等の介助などにより、高齢者、障害
者等が円滑に通行可能であるときは、この限りでない。その際は、だれもが見やす
い位置に介助が可能である旨を表示したり、管理者呼出し用インターホンを設けた
りするなどの配慮をする。

●　出入口の前後には、車いす使用者が利用できるよう、水平部分を設ける。
●　外部出入口の建具は雨仕舞の関係から多少の段差が生じてくる場合があり、その

際にはすりつけを設ける等、車いす使用者の通行に支障とならない配慮を行う。
→2cm 以下の

　段差は許容

経路の確保 ●　主要な出入口と利用居室の出入口を結ぶ経路上に、障害物や荷物などがあると、
その建築物を円滑に利用することができないため、最低でも車いす使用者が通過で
きる程度の通路幅を確保し、段差を設けない。

●　地上階以外の階に利用居室を設ける場合には、エレベーターその他の昇降機を設
置して上下階の移動を確保することが原則であるが、施設の構造上、エレベーター
その他の昇降機の設置が困難である場合は、この限りでない。

①出入口

①
出
入
口
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その他の
　注意事項

● 開閉動作の難易度からみると、引き戸のほうが開き戸より簡単である。
一般に推奨されている順位としては、①自動式引き戸、②手動式引き戸の順であ

る。
● 引き戸は軽い力で開閉できるものとする。
● そのほか戸の構造については、建築物（共同住宅等以外）の整備項目「②出入口」

の整備基準の解説を準用する。
○ 努力基準は、建築物（共同住宅等以外）の整備基準が適用される。

→【図1.2】参照

①
出
入
口
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■整備基準（規則で定めた基準）
整備基準（遵守基準）

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合には、そのうち１以上に、
車いす使用者が利用することができる次に掲げる構造の便房を１以上設けること。

[1]　腰掛便座、手すり等が適切に配置されていること。

[2]　車いす使用者が利用することができるような空間であること。

[3]　直接地上へ通ずる出入口と当該便房の出入口を結ぶ通行可能な経路を確保すること。（上下階の移動に係る部分は、この
限りでない。）

■整備基準の解説
出入口 ●　便所及び便房の出入口の有効幅は、80cm 以上とする。

●　車いす使用者が利用できる便房が一般便所内に設けられている場合は、その一般
便所の出入口の有効幅も、80cm 以上とする。

●　内開き戸は、車いす使用者が入室した後のドア閉めが困難であり、かつ、便房内
で転倒した場合、体や車いすがじゃまになって戸が開かず、救出しにくいので避け
る。

●　自動式引き戸の開閉ボタンは車いす使用者が接近しやすいように、便房内設備等
のレイアウトに配慮する。

→【「①出入口」

参照

→【図2.3】参照

⑴設備 ●　手すりは全体重をかけて使用されることが多いので、取り付けを堅固にする。
●　手すりは便器の両側の利用しやすい位置に、垂直、水平に設ける。また、車いす

を便器と平行に寄り付けて利用する場合等に配慮し、壁付の手すりと反対側の手す
りは可動式とする。

●　横手すりは便座から 20cm から 25cm 程度上方の高さ、縦手すりは便器先端か
ら 25cm 程度前方の位置に、便座の中心から両側の手すりが同距離になるように
設置する。

●　便器横の手すりより洗面器等の設備機器が前に出ていると、便器正面への車いす
の寄り付けが困難となるため、注意する。洗面器等の設備機器は、便器の前方及び
側面に車いすを寄り付け、便器に移乗するために必要なスペースを確保して設置す
る。また、便房内に十分なスペースが確保されない場合には、小さめの洗面器又は
手洗器を設置する。洗面器の手すりは、スペースに余裕がある場合のみに設置し、
車いす使用者の洗面器の利用にも配慮する。

●　洗面器下部に車いす使用者の膝が入るスペースを確保する。
●　吐水口の位置は、車いす使用者が利用しやすい位置に設ける。
●　洗浄装置、ペーパーホルダー、非常用の呼出しボタンの配置は JIS S 0026 に準

ずる。また、非常用の呼出しボタンを設ける場合は、床に転倒した際にも手が届く
位置にも設けるか、ひもでも操作できるものとする。

●　洗浄装置の基本はボタン式とする。また、自動洗浄式や感知式を設ける場合は、
ボタン式を併設する。

→【図2.4】参照

②便所（トイレ）

②
便
所
（
ト
イ
レ
）
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⑵便房の
大きさ

● 可能な限り車いす使用者が円滑に利用できる便房として、内法 200cm ×
200cm 以上のものを設置する。ただし、施設の構造上これらの便房の設置が困難
な場合は、内法 130cm × 200cm 以上（直進又は側方進入）、又は内法 150cm
× 180cm 以上（側方進入）の簡易型車いす使用者用便房を設置する。

● 既存建築物の改修等の構造上やむをえない場合は、内法 120cm × 220cm 以上
（側方進入）、又は、内法 100cm × 180cm 以上（直進進入）のものを設置する。

● 車いすから便座への移乗は便器の側面（障害にもよるが一般的にこの方法が最も
容易）または前方からなされるため、便器の前方及び側面に車いすを寄り付け、便
器へ移乗するために必要なスペースを適切に設けるとともに、便器の両側に手すり
をつける必要がある。また、衛生機器等は車いす使用者が利用しやすい位置に配置
する。

● 出入口幅や便房への進入方向によって、車いす使用者が利用できない場合がある
ので便器前の空間の広さや便房内部の設備等のレイアウトなどに十分な配慮が必要
である。

→【図2.1】参照

→【図2.2】参照

⑶経路の
確保

● 主要な出入口と当該便房の出入口を結ぶ経路上に、障害物や荷物などがあると、
その建築物を円滑に利用することができないため、最低でも車いす使用者が通過で
きる程度の通路幅を確保し、段差を設けない。

● 地上階以外の階に当該便房を設ける場合には、エレベーターその他の昇降機を設
置して上下階の移動を確保することが原則であるが、施設の構造上、エレベーター
その他の昇降機の設置が困難である場合は、この限りでない。

その他の
　注意事項

● オストメイト用汚物流しを設けた便房や、便器に簡易型水洗器具を設けた便房を
設置するよう配慮する。

● 車いす使用者の手の届く高さに手荷物棚又はフックを設置する。ただし、人がぶ
つからないように配慮すること。また、仮に当たっても怪我をしにくい丸みを帯び
ているものとする。

● 照明スイッチ、扉の開閉ボタン、扉の取っ手は、車いす使用者の利用を考慮し、
操作しやすい位置に設ける。

● 洗面器のほかに手洗器を設ける場合は、便器に腰掛けたままで利用できる位置に
設け、水栓器具はレバー式など操作が容易なものとする。

● 使用中の表示は施錠と連動させ、目につきやすい位置に設ける。
● 床面は、水洗いができ、かつ濡れた状態でも滑りにくい仕上げ、材料を選択する。
○ 努力基準は、建築物（共同住宅等以外）の整備基準が適用される。

→【図2.5】

【図2.6】参照
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■整備基準（規則で定めた基準）
整備基準（遵守基準）

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する敷地内の通路（道等から１の項に定める基
準を満たした直接地上へ通ずる出入口までのものに限る。）は、１以上を次に掲げるものとしなければならない。

[1]　幅は、120cm 以上とすること。

[2]　通行の際に支障となる段差を設けないこと。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

⑴　傾斜路又はエレベーターその他の昇降機を併設する場合

⑵　敷地の状況、施設の構造その他の事情により段差を設けないことができない場合において、当該建築物を管理する者
の介助等により、高齢者、障害者等が通行することが可能であるとき

■整備基準の解説
⑴有効幅 ●　歩行者が横向きになって、車いす使用者とすれ違える幅が 120cm である。

⑵段差の
　　　禁止

●　敷地内の通路には段差を設けないことを原則とする。
●　ただし、車いす使用者が通行することができる傾斜路又はエレベーターその他の

昇降機を併設する場合は、この限りでない。なお、車いす使用者が自力で上ること
ができる傾斜路の勾配は、1/12 以下である。

●　また、敷地の形状や施設の構造上、段差の解消が困難である場合において、仮設
スロープ（補助スロープ板）の設置や管理者等の介助などにより、高齢者、障害者
等が円滑に通行可能であるときは、この限りでない。その際は、だれもが見やすい
位置に介助が可能である旨を表示したり、管理者呼出し用インターホンを設けたり
するなどの配慮をする。

●　アプローチの通路面には、原則として排水溝などは設けない。やむを得ず設ける
場合は、溝蓋を設け、仕上げ、溝の間隔等は車いす使用者、杖使用者等の通行に支
障のないものとする。車いすのキャスターや杖の落ち込みは、動かなくなるだけで
なく、転倒の危険もある。

●　敷地境界では、道等との間にすりつけを行う等、通行の支障となる段差は設けな
い。

→【図3.1】参照

その他の
　注意事項

●　敷地内の通路は、歩車道の分離に配慮する。
●　雨掛りによる濡れた状態でも滑りにくい仕上げ、材料を選択する。
○　努力基準は、建築物（共同住宅等以外）の整備基準が適用される。

③敷地内の通路

③
敷
地
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の
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